
《は じ め に》

第２回・第３回は，以下の構成により２回に
わたってメタバースに関する法規制・企業会計
について解説する。第３回の今回は，従来型の
スマートフォンゲームおよびブロックチェーン
ゲームの収益認識に関して論じるとともに，
FT（ICO トークン）や NFT に係る最新の企
業会計上の議論の状況について解説する。

企業会計上の取扱い

以下では，ブロックチェーンゲームの企業会
計上の取扱いについて，従来型のスマートフォ
ンゲームの企業会計上の取扱いとの対比により
論じる。ここでは，ゲーム運営主の収益認識に
論点を絞り，2021年４月１日以後開始する連結
会計年度および事業年度の期首から適用されて
いる収益認識に関する会計基準（企業会計基準
第29号）および同適用指針（企業会計基準適用
指針第30号）（以下「新収益認識基準」という。）
に基づき議論するものとする。

１　従来型のスマートフォンゲームの収益認識
まず，従来型のスマートフォンゲームの収益

認識であるが，これまでのわが国の会計基準に
基づいた収益認識実務としては，ユーザーの課
金時（ゲーム内通貨購入時）またはユーザーの
ゲーム内通貨利用時に，一時に収益認識する方
法も含め，様々な実務があった理解である。一
方で，新収益認識基準適用後の実務においては，
ゲーム内通貨が前払式支払手段として個々のゲ
ーム内で利用する以外の利用方法がないことや，
前述の従来型のスマートフォンゲームの利用規
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暗号資産・ブロックチェーン

約の内容等を踏まえ，ユーザーがコンテンツ
（アイテム，キャラクター等）を利用できる環
境を維持することを顧客に対する履行義務とみ
なし，ユーザーの購入したアイテム利用期間等
にわたって収益認識をする方針としている実務
が多い。会計処理としては，図表４のとおりと
なる。

２　ブロックチェーンゲームの収益認識
次にブロックチェーンゲームの収益認識であ

る が， 運 営 主 側 が 発 行 し た FT（Fungible 
Token）のユーザー目線での利用目的としては，
ゲーム内通貨としてゲーム内アイテムを購入す
る以外にも，ガバナンストークンとしてゲーム
の運営方針決定に関する投票券としての利用手
段や，ゲーム外のユーザー個人のソフトウェア
ウォレットを経由して外部の暗号資産交換業者
で売買する等，様々な利用手段が考えられる。
また，運営主側が発行した NFT（Non-Fungible 
Token）についても同様に，ユーザーがゲーム
外のユーザー個人のソフトウェアウォレットを
経由して OpenSea 等の外部の NFT マーケッ
トプレイスで売買することも可能である。また，
運営主側の収益獲得手段も同様に，FT および
NFT の当初発行時の法定通貨等でのユーザー
からの課金収入のほか，自己発行 FT を自己が
保有していた場合の時価変動による収益，当初
発行時に NFT を購入したユーザーが他のユー
ザーに転売した場合の，当該転売価格の一部を
手数料として受領することによる収益，など複
数の手段が考えられる。

このため，従来型のスマートフォンゲームの
議論において運営主側の履行義務を「ユーザー

がコンテンツ（アイテム，キャラクター等）を
利用できる環境を維持すること」だけに絞って
議論できたことと比較すると，ブロックチェー
ンゲームの運営主側の履行義務および収益獲得
手段は FT，NFT ともに多岐にわたり，それ
ぞれの法的性質および利用規約等に基づいて履
行義務および収益認識に係る会計処理を検討し
ていく必要があるものと考える。

以下では，ブロックチェーンゲームにおける
FT が資金決済法上の暗号資産に該当し，NFT
がわが国のいずれの法規制対象にも該当しない
という前提で，企業会計上の扱いについて検討
を進める。

なお，資金決済法における定義を満たす暗号
資産については，私法上の取扱いが明確ではな
いものがあり，また，別途後述のとおり企業会
計基準委員会（ASBJ）において関連する会計
処理の検討を行っていることから，企業会計基
準第29号「収益認識に関する会計基準」の2020
年改正において，当該会計基準の範囲から除外
されている。

⑴　FT（ICOトークン）
資金決済法上の暗号資産については，わが国

の会計制度上は実務対応報告第38号「資金決済
法における仮想通貨の会計処理等に関する当面
の取扱い」（以下「実務対応報告」という。）に
実務上の取扱いが記載されており，主に暗号資
産交換業者または暗号資産利用者が保有する暗
号資産の会計処理，および暗号資産交換業者が
預託者から預かった暗号資産に係る資産および
負債の認識についての定めがある。しかし，実
務対応報告は2016年改正の資金決済法において，

* 1 　実際はユーザーによる課金と企業への入金にタイムラグがあるが，ここでは度外視する。
* 2 　収益はユーザーの見積りアイテム利用期間等にわたって認識される。

〔図表４〕　従来型のスマートフォンゲームの収益認識に係る会計処理

課金時 * 1 （借）現金預金 （貸）契約負債（課金）

ゲーム内通貨利用時 （借）契約負債（課金） （貸）契約負債（アイテム）

収益認識 * 2 （借）契約負債（アイテム）　 （貸）売上高
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2017年４月１日の属する事業年度の翌事業年度
から暗号資産交換業者に対して監査法人等によ
る財務諸表監査が義務づけられたことを踏まえ，
当面必要と考えられる最小限の項目に関する会
計上の取扱いのみを定めたものにすぎず，実務
対応報告３項では，自己（自己の関係会社を含
む）の発行した資金決済法に規定する暗号資産
については実務対応報告の対象から除く旨が明
記されている。これは，実務対応報告公表時点
においては企業が暗号資産を発行した場合の会
計処理について，取引の実態とそこから生じる
論点が網羅的に把握されていない状況であった
ことが背景とされている（実務対応報告26項）。

一方で，2021年には，FT 発行体企業等がト
ークン発行による資金調達を行う ICO（Initial 
Coin Offering）とは異なり暗号資産交換業者が
主体となってプロジェクト審査およびトークン
販 売 を 行 う 仕 組 み で あ る IEO（Initial Ex-
change Offering）のわが国における１号案件
が暗号資産交換業者であるコインチェック㈱と
暗号資産発行体の㈱ Hashpalette により実現す
るなど，わが国における FT 発行の実務が徐々
に整理されつつある状況となっている。

このような状況のなか，ASBJ は2022年３月
15日付で「資金決済法上の暗号資産又は金融商
品取引法上の電子記録移転権利に該当する ICO
トークンの発行及び保有に係る会計処理に関す
る論点の整理」（以下「論点整理」という。）を
公表し，関係者からの意見の募集を行ったうえ
で今後の FT 発行体に関する会計基準の整備に
向けた検討を行っていくこととしている。なお，
本稿ではこれまでゲーム内通貨として利用され
る代替可能なトークンについて，資金決済法上
の暗号資産に該当するか否かにかかわらず

「FT」という呼称を用いて表現してきたが，
ASBJ の論点整理において資金決済法上の暗号
資産を「ICO トークン」という呼称を用いて
表現していることから，以下では「FT」を「ICO
トークン」に替えて用いることとする。

金融庁が2018年12月に公表した「仮想通貨交

換業等に関する研究会」報告書５．⑴アでは，
ICO を通じて発行されるトークンについて，ト
ークン購入者の視点に立った場合の分類として
図表５に記載の３つに分類している。論点整理
では，当該分類に基づき「その他権利型」およ
び「無権利型」のうち資金決済法上の暗号資産
に該当する ICO トークンを対象として，その
発行および保有に関する論点について取り扱っ
ている。

論点整理において取り扱われている論点は４
項目あり，うち３項目が ICO トークンに関す
る論点である。まず，論点整理９～ 27項の「【論
点１】基準開発の必要性及び緊急性，並びにそ
の困難さ」においては，基準開発の参考としう
るわが国における取引事例が少数しか見受けら
れない点，わが国における暗号資産の私法上の
取扱いが明確ではない点，国際的な会計基準に
おいても会計処理が定まっておらず検討に時間
を要する複雑な会計上の論点を有している点な
どの予備的な分析の内容を踏まえたうえで，い
ずれの時期に基準開発に着手すべきかについて，
関係者に意見を求めるとしている。

次に，論点整理28 ～ 36項の「【論点２】ICO
トークンの発行者における発行時の会計処理」
においては，発行者が何ら義務を負担していな
い場合および発行者が何らかの義務を負担して
いる場合にケースを分けたうえで，会計処理に
ついて検討することとしている。

ICO トークンの発行者が何ら義務を負担し
ていない場合においては，トークンに権利が一
切付与されておらず一部の投資家は他者への売

〔図表５�〕購入者の視点に立った場合のトーク
ンの分類

⑴�　発行者が将来的な事業収益等を分配する債
務を負っているとされるもの（投資型）

⑵�　発行者が将来的に物・サービス等を提供す
るなど，上記以外の債務を負っているとされ
るもの（その他権利型）

⑶�　発行者が何ら債務を負っていないとされる
もの（無権利型）
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暗号資産・ブロックチェーン

却による値上がり益を期待して投資を行うだけ
であることから，このようなケースでは発行者
が認識すべき負債は存在せず，対価の受領時に
その全額を利益に計上することが考えられると
している。また，ICO トークンの発行者が何
らかの義務を負担している場合においては，
ICO トークンの発行取引の実態について整理
したうえで，受領する対価を資産として認識す
るとともに，負担する義務を負債として計上す
ることが考えられるとしている。

特に ICO トークンの発行者が何らかの義務
を負担している場合については，発行者が財ま
たはサービスを提供する義務を負担するとして
も，その財またはサービスの価値が調達した資
金の額に比して著しく僅少であるケースの存在
に着目し，その要因として，他者への売却によ
る値上がり益を期待する投資家の存在，インタ
ーネットを介して国境の制約なく世界中から投
機的投資家が参加できる仕組み，ICO 取引の
取組みの歴史が浅く ICO トークンが有する権
利およびその財産的価値に関する一般的理解が
定まっていないこと等を挙げ，これらが ICO
取引の会計処理を検討するうえで考慮すべき取
引の実態を示す特徴の１つであるとしている。

このため，伝統的な会計基準が前提としてい
る独立第三者間取引においては経済的に等価交
換が成立しているものとした考え方に基づき，
発行者が負担する義務を対価として受領した現
金の額をもって想定する考え方に加え，上記の
ICO トークンの発行取引の特徴を踏まえ等価
交換が常に成立しているものとしては取り扱わ
ず，契約によって生じた権利および義務を時価
で評価したうえでそれぞれの評価額に差がある
場合は，当該差額を発行時に利益または損失と
して認識する考え方についても併記し，取引実
態に照らして後者の考え方を取りうるかについ
て関係者に意見を求めるとしている。

さらには，論点整理38 ～ 39項の「【論点３】
資金決済法上の暗号資産に該当する ICO トー
クンの発行及び保有に関するその他の論点」に

おいては，ICO トークンの発行時に自己に割
り当てたケースと，自己が発行した ICO トー
クンを発行後に第三者から取得するケースにつ
いて言及している。前者については第三者が介
在していない内部取引に該当するとして会計処
理の対象としないことが考えられるとし，後者
については ICO トークンに係る発行者の義務
が自己に対する義務に実質的に変化するという
状況を重視し，関連する負債の消滅の認識を
行ったうえで，当該負債の計上額と取得した
ICO トークンの取得原価が異なる場合には，差
額を損益として処理する方法を適用することが
考えられるとしている。

なお，論点整理においては言及されていない
が，SAFT（Simple Agreement for Future 
Tokens）と呼ばれる契約を締結したうえで，
将来的にディスカウント価格でトークンを発行
することを前提とした法定通貨による資金調達
を行うケースや，トークンを無償で関係者に付
与したうえで各種事業を徐々に拡大し，事後的
に当該トークンを暗号資産交換所等に上場させ
るようなケースや，当初はガバナンストークン
としての機能しか付されていないトークンが事
後的に決済機能等の資金決済法上の暗号資産要
件に該当する機能を持つようなケースなど，
様々なケースが実務上は存在しており，今後も
世界中で様々な性質の資金決済法上の暗号資産
に関連した取引が発生するものと考えられる。
このため，今後の会計基準の整備に向けては，
これらの様々な取引実務にどのように対応して
いくのかについても検討が必要と考える。

⑵　NFT
次に NFT であるが，前述のとおり有価証券，

前払式支払手段，為替取引，暗号資産等の既存
の法規制の対象にならず，論点整理においても
その対象範囲には含まれていない。わが国にお
いては複数の上場企業等が2021年に発行体とし
ての事業展開を進めており，各社ともわが国の
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既存の会計基準や会計慣行に当てはめたうえで
の検討を行っている状況であると考えられる。

一般的な NFT は FT に比べるとその機能や
整理すべき権利義務関係が限定的であるものの，
NFT についてもブロックチェーン技術を利用
したトークン独自の論点も複数存在することは
確かであり，各発行体においては十分な利用規
約の記載内容も踏まえたうえで，企業会計への
慎重な当てはめが必要となる。たとえば，
NFT 保有者が NFT 上の芸術作品やキャラク
ターを自らのパソコンやスマートフォンで閲覧
する際，多くの NFT では表示される画像デー
タは発行体の管理運営するサーバー内に保管さ
れており，NFT 保有者は NFT に記録された
リンクを経由して当該画像データにアクセスし
たうえで画像を閲覧することとなる。また，
NFT 保有者が NFT の画像を閲覧するには
NFT 発行体の提供するプラットフォームの利
用が必須なケースなどもある。このようなケー
スにおいて，NFT の当初販売時に発行体とし
ての顧客に対する履行義務がすべて履行された
といえるのか，その後もユーザーに対して画像
参照が可能となる環境やプラットフォームの維
持が履行義務として残っているのではないかと
いう論点が想定される。

また，当初発行以降に発行体の運営するプラ
ットフォーム上でユーザー間売買が行われた場

合は，プラットフォームの利用規約等に基づき
当該売買の手数料を運営主体である発行体が獲
得することとなるため，当該収益自体は一般的
な CtoC マーケットプレイス事業主における財
務会計上の論点と同様と考えられる。一方で，
たとえばユーザーが自己の保有する NFT を発
行体のプラットフォームから外部に持ち出し，
OpenSea 等の外部の NFT マーケットプレイス
で売買を行った場合かつ，そこでのユーザー間
売買の取引ごとに NFT 内のスマートコントラ
クトに基づき発行体が一定のロイヤリティを受
領することも可能となっているような場合，発
行体は自社と何らの契約関係のないユーザー同
士の売買に基づく収益を獲得することになり，
これを新収益認識基準にどのように当てはめる
かという点も論点となる。その他，NFT 発行
体として外部の NFT マーケットプレイスとの
直接契約のうえで NFT を提供するようなケー
スもあり，その際の契約関係や履行義務に関す
る検討も論点となる。

その他，NFT 売買時に発生するガス代，す
なわちトークンのブロックチェーン内での移動
時に発生するコストについて，ユーザーに別途
請求している場合の収益認識の総額純額表示の
論点なども考えられる。
図表６は，一般的に想定される財務会計上の

論点である。

〔図表６〕　NFTに関して想定される財務会計上の論点

取引・事象 会計上の論点 想定される論点（例）

当初発行時
（発行体→ユーザー）

■収益認識は一時点
か期間にわたるか（購
入者に対する発行体
の履行義務の識別）

■利用規約から発行体の履行義務をどう識別するか。
■NFTサービスのプラットフォーム自体やNFTの画像
データの維持管理に関して，発行体の履行義務をどのよ
うに整理するか。

転売時
（ユーザー→ユーザー）

■発行体が得る売買
手数料の会計処理

■発行体の運営するプラットフォーム上でのユーザー間
売買に対する手数料収入。
■外部のNFT マーケットプレイスでの売買に基づくロ
イヤリティ収入。
■NFT発行体と，外部のNFTマーケットプレイスとの
間での契約関係。

ガス代 ■ガス代の会計処理 ■ユーザーへのガス代請求時の本人・代理人の検討。
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１からわかる

暗号資産・ブロックチェーン

《お わ り に》

本稿では，「メタバースに関する法規制・企
業会計」という表題で，２回にわたってブロッ
クチェーン技術により生成される様々なトーク
ンに焦点を当てた検討を行った。本稿に記載の
とおり，わが国においても NFT については上
場企業等による様々な事業展開が進んでおり，
財務会計上の論点も各社において実態に応じて
検討が進められているとの理解である。一方で，
ICO トークンの発行については，ASBJ が2022
年３月15日に論点整理を公表したものの，なお
も会計基準の整備への道のりには様々な難しい

論点が存在している。
日本の各企業からも ICO トークン発行に向

けたニーズがここ数年高まり続けている一方で，
論点整理25項の「会計基準が定まっていないこ
とに起因して，対象取引への取組みが阻害され
ている状況等が生じている可能性がある」との
記載のとおり，会計基準の未整備がわが国にお
ける ICO トークン発行実務が増えない理由の
１つであるとも考えられる。基準開発に向けた
道のりは困難であるものの，わが国のさらなる
発展のためのイノベーションを阻害することは
避けるべきであり，今後の基準開発に向けた検
討が加速していくことを期待する。

◇『企業会計』2022年９月号のご案内

（タイトル・テーマは予告なく変更する可能性がございます。）
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四半期報告書廃止の
論点整理
■ディスクロージャーワーキング・グループでの議論
■四半期報告の政策導入目的・政策評価
■四半期レビュー廃止と中間監査：研究者の視点から・企業の立場から
■臨時報告書の拡充　
■四半期報告に関する先行研究レビュー
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